





Measuring Standard/Minimum Cost of Living for Wage Increase Policy 
in a Deflationary Economy
Masumi Mori
The wage increase is the inevitable issues to expanding domestic demand for Japan which is 
faced with the challenge of overcoming deflation. In this situation, since the 2000s, measuring 
standard/minimum cost of living has attracted attention for wage increase policy. National trade 
union centers and researchers measured them. 
This paper compares four standard/minimum costs of living. Our findings are as follows. The 
difference in level is large to say the standard/minimum cost of living. Then, to enhance the 
effectiveness of measuring standard/minimum cost of living for the wage increase policy, the more 
research on the standard of living and wages being guaranteed to the workers is required.
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図　日米の賃金と消費者物価の水準





























































　川野廣（1978）は著書『生活保障賃金 ― その考え方と決め方 ―』において、賃金水準
決定の主要な要素として、「賃金の世間相場」、「企業の賃金支払い能力」、「労働者の生計





　一方、労働組合サイドから「日本の賃金 ― 歴史と展望 ―」を論じた連合総合生活開発
















































　【世帯モデル】毎年 4 月時点の「単身（1 人）世帯」から「5 人世帯」までの標準生計
費が公表されている。「2 人世帯」は夫婦世帯で “夫だけが就業しているもの” に限定し、
3 人以上の世帯については、それに子供を 1 人ずつ加えた世帯（子供は就業していない）






一方、「2 ～ 5 人世帯」の標準生計費は、当年 4 月の「家計調査」（総務省統計局）の費目
別平均支出金額（日数を365÷12日に、世帯人員を 4 人に調整したもの）に、世帯人員
別生計費換算乗数 7 を乗じて算定されている。
　【算定結果】表 1 は、2012年 4 月の全国平均の世帯人員別「標準生計費」を示している。
「1 人世帯」で11万7540円、夫婦と子供 1 人の「3 人世帯」で20万1950円である。これ
を「家計調査」（2011年、全国勤労者世帯）の「3 人世帯」の年平均 1 ヶ月の消費支出額
と比較すると、「標準生計費」は平均値（29万2398円、有業人員1.63人）より 9 万円以
上低い。この理由として、人事院の「標準生計費」では、①夏・冬の賞与支給時の支出を




















































































　【世帯モデル】世帯モデルは、表 2 に示したように「単身世帯」と 2 人～ 4 人世帯であ
る。人事院「標準生計費」とは異なって、「単身世帯」は男性と特定されていること、2
人世帯で「父＋子 1 人（男子小学生）」と、3 人世帯で「父＋子 2 人（女子中学生・男子
小学生）」という一人親と子から成る世帯を設定している点に特徴がある8。夫婦のみある










































「夫婦 2 人世帯」の最低生計費の方が8000円ほど高いのに対して、3 人世帯では、「父＋子
2 人（中学生女、小学生男）」の最低生活費（22万369円）が「夫婦＋子 1 人（小学生男）」
よりも4000円余り高くなっているのは興味深い。さらに、リビングウェイジは「夫婦＋子








単身 2 人世帯 3 人世帯 4 人世帯







住　　居 賃貸1K 賃貸1DK 賃貸1DK 賃貸2DK 賃貸2DK 賃貸3DK 賃貸3DK
月間必要生計費 総計 125,710 171,326 179,318 220,369 216,276 259,562 292,696 
年間必要生計費 1,508,522 2,055,918 2,151,821 2,644,431 2,595,309 3,114,749 3,512,357 
税・社会保険込み年収 1,832,724 2,508,012 2,598,732 3,214,068 3,142,500 3,771,468 4,271,592 
リビングウェイジ（月額） 153,000 209,000 217,000 268,000 262,000 314,000 356,000 
注 1）「月間必要生計費総計」は消費支出合計（自動車は保有していない）に保険料を加算した額。











































































































消費支出 174,406 268,866 329,277 272,044 422,614 582,887 
非消費支出 42,395 60,156 72,967 51,468 99,038 110,625 
貯蓄・予備費 17,000 27,000 33,000 27,000 42,000 57,000 
最低生計費月額（税抜き） 191,406 295,866 362,277 299,044 464,614 639,887 
最低生計費月額（税込み） 233,801 356,022 435,244 350,512 563,652 750,512 




























































　その結果、三鷹市の稼働年齢の単身者が 1 週あたりの最低生活費 4 万3388円を賄うの





18 子どもの最低生活費（住居・食料費以外）は、5 歳児 4 万1897円、小 5 男子 3 万3969円、同女
子 3 万4201円、中 3 男子 5 万7464円、同女子 5 万7681円となった。


















男性 女性 男性 女性 男女 男性 女性 男性 女性
消費支出合計 193,810 183,235 215,094 209,628 195,861 90 87 99 94
消費支出－住居 118,060 109,193 173,905 147,029 165,615 68 74 71 66
注） 「家計調査（2008～10年）」の値は2008年，2009年，2010年各年の値の世帯数重み付き平均値である。
　　 「家計調査（2008～10年）」および「全国消費実態調査（2009年）」は、いずれも総務省統計局調査データ。

















費」について検討してきた。表 6 は、それらが共有する 3 つの世帯類型を取り出したも
のである。「単身男性」はすべてに共通する世帯であり、標準／最低生計費算定の基礎と
なっていることがわかる。以下、表 6 から把握できる特徴を指摘する。　　　　　　






































































* * * * 97.1 * *
注 1）常用労働者の所定内給与24万2824円（厚生労働省「平成24年毎月勤労統計調査」）による充足率を算出。
 2）人事院「標準生計費」の負担費修正を適用し、MIS最低生活費に1.290を乗じた。
出所）本稿の表 1 ～ 4 より作成。








必要賃金（時給） c 1,361 8.48
最低賃金 d 821 5.80
最低賃金と必要賃金の差 d－c －540 －2.68
最低賃金の必要賃金に
　 対する比率（％） d /c *100 60 68
（注） 各国のMISは、民間賃貸住宅の家賃を用いて算定した MIS最低生






























は、「片親＋子 1 人世帯」で約14万円、「夫婦＋子 2 人世帯」で25万円近い差が生じてい
る。デフレ下での賃金水準引上げ施策として労働組合はどちらを採用すべきか、「最低生
計費」算定を絵に描いた餅に帰さないためには、悩ましい課題である。
　第 4 に、表 6 では、リビングウェイジは、本稿冒頭で触れた今日、低下の一途を辿っ
ている常用労働者の平均基本給（2012年 所定内給与24万2824円）で、どの程度充足可
能なのかについてみた。充足率が100％を切っているのは、「単身世帯」ではMISの賃金
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